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ウィズコロナ社会のメンタルヘルスの課題と対策
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本稿では第80回日本公衆衛生学会総会において，「ウィズコロナ社会のメンタルヘルスの課題と

対策」をテーマとしたシンポジウムに登壇した，大学生，妊産婦，一般労働者，医療従事者を対象

にコロナ禍のメンタルヘルス対策の実践および研究を行っている公衆衛生専門家により，それぞれ

の分野における知見・課題・対策を報告する。コロナ禍におけるメンタルヘルスへの影響を各世

代，各フィールドへの広がりを概観するとともに，ウィズコロナ時代でどのような対策が求められ

ているのか，問題点を抽出，整理し，公衆衛生学的な対策につなげていくための基礎資料としたい。
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 は じ め に

2019年12月中国武漢で発見された新型コロナウイ

ルス感染症は瞬く間に全世界を駆け巡り感染者数は

2.7億人を突破した（2021年12月現在）。日本では

2020年 1 月に初感染例を認め，同年 4 月に全国緊急

事態宣言が発出され，デルタ株による第 5 波が猛威

を振るい，医療を受けられずして自宅で亡くなる人

が相次いだ。経済活動の低迷下，新しい変異ウイル

ス株の出現と，収束の見通しが立たない中で，人々

のメンタルヘルスに与える影響は計り知れない。日

本公衆衛生学会メンタルヘルス・自殺対策委員会

は，コロナ感染拡大下でうつや不安，不眠などの心

身症状が学生1)，妊婦2)，働く人々3)，医療従事者4)

に広がっていることが新聞などで報道されたことを

受け，ウイズコロナ社会で我々公衆衛生専門家がこ

のメンタルヘルスの問題にどのように対峙し課題を

克服できるのか，第80回日本公衆衛生学会総会

（2021年，東京）において「ウィズコロナ社会のメ

ンタルヘルスの課題と対策」をテーマとしたシンポ

ジウムを企画した。本稿では，これらを対象とした

疫学調査の結果や調査を基に，シンポジウムに登壇

した公衆衛生専門家らにそれぞれの分野でのコロナ

禍のメンタルヘルスの知見・課題・対策をまとめて

いただき，今後の方向性を検討する。今後も長期に

続く感染症との共存を見据え，社会のメンタルヘル

ス維持・向上に向け重要な内容となっており，本学

会誌上でまとめることにより，公衆衛生活動に携わ

る方々に広く役立てていただくことを目的に論文化

した。

 コロナ禍の大学生のメンタルヘルスの課

題と対策

. 大学生のうつ傾向が悪化

野村らは，2020年の初の全国緊急事態宣言中に，

秋田大学の学生を対象に，第 1 回目のメンタルヘル

ス調査を行い5)，その翌年の2021年に 1 年後の追跡

調査（第 2 回目）を行った。本調査は早期にうつ症

状のあるハイリスク個人を Patient Health Question-

naire-9（PHQ-9）を用いて同定し，専門家受診な

ど必要な対策につなげることを目的としている。

2020年 5 月20日～6 月16日に行われた第 1 回目の調

査（回収率53）では，有効回答件数2,712人中の

11.5に PHQ-9 で10点以上の中等度うつ症状を認

めた。キャンパス内のメンタルヘルス対策として，

PHQ-9 の15点以上の重度うつ症状を持つハイリス

ク個人を対象にこころのケアとしてリーフレットを
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作成し，学生支援課よりメールにて配布した。リー

フレットには，規則正しい生活を送ることを推奨

し，同時にこころ・経済生活状況・就職等よろず相

談窓口の提供を行った。その後，これらのハイリス

ク個人に対し事後措置として再度相談窓口の提供，

学校心理士による各種心理療法の PDF 資料を作成

しメールにて配布した。ポピュレーションアプロー

チとして，キャンパス内の精神衛生の向上を目指

し，秋田県県民運動が作成した自殺のゲートキー

パー養成講座より，傾聴とゲートキーパーの役割を

抽出し，第一回目の学生メンタル調査の結果と，う

つと自殺の関係，友人・知人のいつもと違う点に気

づくためのポイントなどを 1 時間の講義としてイン

トラネット教育共通プラットフォームにアップロー

ドした。講義の配信期間は2020年 9 月から翌年2021

年の 1 月末日までの 5 か月間で，延べ人数1,117人

が受講した。第二回目調査は2021年 3 月 1 日～5 月

31日（回収率39）で行い，PHQ-9 によるうつ症

状の他，トロントエンパシースケールによる共感尺

度も測定した。共感度が高いと，周囲の友人や知人

の気持ちがわかり，いち早くいつもと違うメンタル

の異変に気が付くことができると仮定した。1 回目

と 2 回目の両方を受講した985人で分析したところ，

PHQ-9 が10点以上の中等度の抑うつ症状は11.5

から16.6，自殺関連念慮が認められた割合は

5.8から11.8と悪化していた（図 1）。

性別，年齢，喫煙歴，飲酒歴，運動習慣，SNS

の使用，困っている状況，1 回目のうつスコアでプ

ロペンシティスコアを算出しキャリパーを設定した

最近傍マッチングにて，322人ずつから成る自殺の

ゲートキーパー講座を受講した群と受講しなかった

群が抽出された。うつスコアの中央値の変化（最小

最大）はマッチ後に非受講群で 3（06）点，受講

群で 4（18）点と有意であった（P＝0.03）。受講

群でうつスコアが大きくなったことは PHQ スコア

前値を調整しきれなかったこと，共感スコアは受講

の有無で有意差を認めず，介入の効果に課題が残っ

た。現在は学内で文理融合タスクチームを結成し，

学生による学生のための自殺のゲートキーパー育成

教材を作成中で今後その効果検証を行う予定である。

. 見えてきた課題と今後の対策

コロナ感染流行下において秋田大学の学生のうつ

症状は 1 年間で悪化していたが，これは秋田大学に

特有の事象ではなく，全世界で共通して認められて

いるコロナがもたらした若い世代における精神的な

影響である。大学生を対象にした縦断メンタルヘル

ス調査は我が国では少ないため，海外の文献調査を

進めると，たとえば中国で，16万人規模の大学生を

対象とした大規模縦断研究がある1)。コロナ流行下

において大学生のうつと不安の割合は有意に増加し
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たとあり，また別の縦断調査ではその状態が 6 か月

以上持続していると警鐘を鳴らしている6)。我が国

では以前より10代の自殺率が高く，コロナ感染症と

いう災害下において若者は精神的に脆弱な集団であ

る。先行研究では，そのリスク因子として，新入生

であること，孤独感，経済的不安が，保護因子とし

て相談できる人の存在，ソーシャルサポート，運動，

SNS を利用した人とのコミュニケーションなどが

有用と報告されている7～9)。こうしたセルフケアの

他に，たとえば学生同士のピアサポーターによる

キャンパス全体の精神衛生の向上は有用であるとさ

れているが，その方法論については今後，丁寧な検

証が必要である。

 コロナ禍における妊産婦におけるメンタ

ルヘルスの課題と対策

. 高い妊産婦のうつ傾向

先行研究の蓄積から，社会的サポートの欠如が周

産期の抑うつリスクを上昇させることが明らかに

なっており，コロナ禍において，抑うつ症状を示す

女性の割合が増加していることが世界各国で報告さ

れている2,10)。松島らは，2020年 5 月～2021年 2 月

にかけて，妊産婦を対象に 3 回の調査を行った。調

査対象は，株式会社カラダノートおよび株式会社ベ

ビーカレンダーのサービス提供を受けている妊産婦

である。実施方法は，2 社のサービス登録者に対し

てメールマガジンを通してインターネット調査への

協力を呼び掛けるものであり，通常の標本調査のよ

うに母集団からサンプリングを行って実施したもの

ではない。よって，本稿の結果の解釈の一般化可能

性については注意が必要であるが，協力 2 社，母子

保健関連のサービス提供をしている民間会社では大

きなシェアを占めている。第1回調査（2020年 5 月

末～6 月），第 2 回調査（2020年10月初旬），第 3 回

調査（2021年 2 月中旬）ではそれぞれ，日本語版エ

ジンバラ産後うつ質問票（以下 EPDS）（第 1 回お

よび第 2 回），Whooley の 2 項目（第 3 回）を用い

てメンタルヘルスを把握し，第 1 回，第 2 回調査を

中心にコロナ禍での所得の低下や社会的サポートの

低下がどのように妊産褥婦の抑うつ傾向に影響をし

ているのかをロジスティック回帰分析を用いて検証

した。

まず，メンタルヘルスの状態について，コロナ発

生前の日本においては産後 1 か月で抑うつを経験す

る女性は約14.3と推定されていたが11)，第 1 回か

ら第 3 回調査を通じて通常時より高いうつ傾向割合

が確認された。EPDS で抑うつ傾向を判断するカッ

トオフ値を日本で多用されているスコア 9 以上11)と

してその割合を確認したところ，第 1 回調査では

28.7（初産婦），25.8（経産婦）がカットオフ

値以上の値を示していた。また，第 2 回調査におい

ては，それらの値は23.1（初産婦），20.6（経

産婦）であった12)。そして，第 3 回調査では，

Whooley らの尺度の 2 項目（抑うつ気分，興味また

は喜びの喪失）のうち 1 項目にでもあてはまると回

答した割合（うつ傾向があるとしてフォローアップ

が推奨される）は，38.0（初産婦および経産婦）

に上っていた13)。

上記に加えて，特記すべきは，先行研究で報告さ

れている出産後経過期間の長さとうつ傾向の負の相

関関係が確認されなかったことである。たとえば第

2 回調査では，最も高いうつ傾向割合を示したのは

こどもの月齢が10か月の経産婦で33.3，最も低い

割合を示したのは出産後 1 か月の経産婦で13.8で

あった13)。本調査は追跡調査ではないため，うつ症

状が長期化していると結論付けることはできない

が，産後うつ症状の長期化が進んでいる可能性もあ

る。

. 経済的，社会的政策介入の必要性と今後への

示唆

本調査で着目した点は，コロナ禍により，全く予

想もしていない状態で（心の準備もないままに），

多くの人が社会から遮断されたということ，内生的

な理由ではなく職を失ったり，収入が低下したり，

少なくとも経済不安を抱えたりすることになったと

いう状況である。

分析の結果，経済社会要因と妊産婦のうつ傾向と

の関連が確認された。第 1 回調査では，コロナ禍で

のとくに産前産後の制約，サポートの低下，回答者

が感じている今後の経済的リスクが有意にうつ傾向

を高めていた13)。第 2 回調査では，実際の収入の低

下が統計的に有意に高い抑うつ傾向と関連し，ま

た，子どもを公共施設（移動のための電車移動など

も含む）などへ連れていくことに対する批判（また

は批判されているように感じる他者の振る舞い）の

経験も有意に抑うつ傾向を高めていた14)。とくに社

会的なサポートが必要であり，また今後経済的な負

担も増加するであろうと予想する妊産婦にとっては

これらの変化はメンタルヘルスに悪影響を及ぼすか

もしれない。

これら一連の調査結果より，今回のパンデミック

の影響は疫学的影響に留まらず，経済，社会環境に

もおよび，それらが妊産婦の精神的健康を悪化させ

ていることが明らかとなった。よって，感染拡大は

防止しなくてはならないものの，妊産婦の精神的健

康は同時に守らねばならず，社会的サポートのあり
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図 E-COCO-J コホートにおける日本人労働者の心理的ストレス反応の得点の推移
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方についても政策的議論として取り上げられるべき

であることが示唆されている。

 コロナ禍の労働者のメンタルヘルスの課

題と対策

. 日本人労働者のメンタルヘルスと関連要因

コロナ感染症の流行は労働者の働く環境や働き方

を大きく変化させ，それらがメンタルヘルスに与え

る影響が懸念されている。東京大学大学院医学系研

究科精神保健学分野では，2019年からオンラインで

追跡していた，20歳から59歳までの全国の日本人フ

ルタイム労働者4,120人のうちから参加者をリク

ルートして2020年 3 月に初回調査を行い，以後2022

年 3 月まで 7 回の追跡調査を行っている。初回調査

の回答者は1,448人で，追跡率は各調査で約 8 割と

なっている。本調査は，新型コロナウイルス感染症

に関わる全国労働者オンライン調査（The Em-

ployee Cohort Study in the Covid-19 pandemic in

Japan: E-COCO-J）として，コロナ流行初期から，

ホームページ上で研究結果の一般公開を行っている

（https://plaza.umin.ac.jp/heart/e-coco-j/）。本稿で

は，2022年 2 月までの追跡調査の結果について示

す。主要な結果として，

 日本人労働者の全般的な精神健康である心理的

ストレス反応の推移としては，流行第 2 波（2020

年 8 月）に増悪を認めたが，その後は横ばいで経

過し，2021年10月以降は改善の傾向にあった15)

（図 2）。

 メンタルヘルスの悪化が確認された労働者の属

性としては，医療従事者3)，低い教育歴16)，非在

宅勤務者（通勤者)17)，39歳以下の若年18)，精神

科既往歴19)があった。

 メンタルヘルス不調と関連のある要因として

は，医療従事者における職場でのコロナに関連し

たハラスメントおよび患者からのコロナに関連し

た嫌味・暴言・不当な要求の経験19)が，保護的に

働く要因としては，接触確認アプリ（COCOA）

のダウンロード20)，職場での感染対策21)があった。

 在宅勤務者のメンタルヘルスの関連要因として

は，同僚の支援22)があった。

. コロナ禍の職場のメンタルヘルス対策

世界的にも，とくにメンタルヘルスが悪化してい

る労働者は医療従事者であることが数多く報告され

ている。これは E-COCO-J でも同様の結果が得ら

れており，コロナの流行の程度に関わらず，職場で

の心理社会的要因が悪化している可能性を示唆して

おり，とくに重点的な対応が必要な集団であると考

えられる。一般労働者においては，20代～30代の若

年者，教育期間の短い者，精神疾患既往歴のある者

など，社会的に不利な状況にある労働者でメンタル

ヘルスが悪化している可能性が考えられた。海外の

報告では，女性，黒人，移民労働者などもメンタル

ヘルスが悪化している可能性が示唆されている。社

会経済的状況の悪化に伴い，不安定な立場になりや

すい労働者の精神健康に注意が必要であり，セルフ

ケアやラインケアなどの職場での従前からのメンタ
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図 クラスター発生後の時系列的変化．文献25)より
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ルヘルス対策に加えて，過去に休職歴がある者への

フォローアップなど各職場で実施可能な対策を行う

などの工夫が求められる。本調査の結果をふまえ，

ハラスメント対策および職場での感染対策もメンタ

ルヘルスへの良い効果が期待できると考えられる。

また，就労スタイル（通勤・出社，もしくは在宅勤

務者）を考慮したメンタルヘルス対策はコロナ禍で

の新たなテーマである。コロナ流行下において，公

共交通機関を用いて通勤をすることや，人が集まる

場所で勤務をしなければならないといった状況は心

身の負担となる可能性はあるが，一方で，在宅勤務

者のなかでも，在宅勤務への個人的な嗜好や適合感

が精神健康に影響を与えることが先行研究で示唆さ

れている23)。労働者ひとりひとりの個人的な課題や

働きやすさにも配慮をしながら，公平性のある職場

環境を構築することがメンタルヘルスの支援につな

がる可能性がある。在宅勤務者に対しては，コミュ

ニケーションを含めた職場の支援を減らさない工夫

や，メンタルヘルスに悪い影響を与えない適切な働

き方，および自宅環境への助言を行うことなどは，

産業保健スタッフと人事や経営層が連携して取り組

むべき対策であると考えられる。

 コロナ禍の医療従事者に対するメンタル

ヘルスケアの課題と対策

. コロナ対応スタッフへの支援の必要性

2019年に始まった新型コロナウイルス感染症パン

デミックは，多くの人々に感染症り患といった生物

学的危機だけではなく，様々な心理社会的危機をも

たらした。とりわけコロナ対応の最前線で働く医療

福祉関係者のストレスは大きく，そのメンタルヘル

スケアが強く求められている24)。そのようなレスポ

ンダーが直面する大きな心理的課題は，◯感染不安，

◯職業モラルの傷つき moral injury，◯疲弊と怒り

等であるが，それらは対応スタッフの心身の危機を

招くのみならず，組織にとっても大きな危機とな

る25)。そのような中で，福島県立医科大学災害ここ

ろの医学講座では，福島県の要請のもとにクラス

ター発生施設スタッフに対するメンタルヘルスケア

を実施してきた。支援チームは，講座に所属する精

神科医と臨床心理士からなるが，その活動の特徴は

以下のごとくである。

◯ 福島県対策本部の指示のもと，感染制御チーム

や災害医療支援チーム（Disaster Medical As-

sistant Team: DMAT）との連携で活動する。

◯ クラスター発生後なるべく早期から支援し，原

則としてクラスター収束後も 1 か月程度ケアを持

続する。

◯ ケアの内容としては，心理教育，スクリーニン

グ，個別ケア，コンサルテーション等である。

◯ インターネットや電話を用いた遠隔支援を多用

する。

以上のような活動を中心として，2022年 3 月現在

で，クラスターが発生した福島県下の12の医療・介

護施設に対するメンタルヘルス支援を行った。多く

の医療介護施設が，職員のメンタルヘルスに対応で

きる人材を有しないなかでの外部支援チームの役割

は非常に大きかった。

. クラスター発生施設への外部支援

上述したように，コロナ対応スタッフには大きな

心身の負荷がかかるが，クラスターがひとたび発生

すると，多くの準備性がなかったスタッフもまたそ

の混乱に否応なく巻き込まれてしまう。結果とし

て，スタッフ個人のみならず組織全体もまた危機的

状況に陥ってしまう。図 3 には，クラスター発生後

に対応スタッフに降りかかる心理的課題を時系列で

整理している。

発生当初の約 1 週間は文字通り訳のわからないよ

うにして日が過ぎていく。通常業務の多くは止ま

り，行政等の指導の下に病棟運営はまったく変わっ

てしまう。そうした変化は施設内にとどまらず，私

生活にも及ぶようになる。多くのスタッフはホテル

暮らしを余儀なくされたり，家族が出勤できなく

なったりといった変化に直面しなければならなくな

る。図 4 には，某クラスター発生病院コロナ対応ス

タッフ（32人）が，対応中に感じたと報告したスト

レッサーを表している。外出減少や交流機会の減少

といった業務外のストレスが極めて大きい。ここか

ら，業務量の増大や感染対策にまつわる問題ばかり
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ではなく，外出制限や交流機会の減少，差別・偏見

といった業務外の様々なストレッサーにスタッフが

暴露されていることがわかる。

このような心身の過大なストレスに晒されたス

タッフに対し，我々の支援チームによって丁寧な個

別面談が行われ，場合によっては専門的治療が導入

された。また病棟チームなど集団全体に対する支援

のために，講話や管理職へのコンサルテーションを

積極的に行った。それらの詳細については他書26)に

まとめているが，クラスター発生後に「孤島」状況

におかれたような施設スタッフにとって，こうした

外部からのメンタルヘルス支援はきわめて有効で

あった。つまり，状況の特殊性や医療機関のメンタ

ルヘルス・リソースの乏しさを考慮すると，通常の

上司・部下におけるケア（ラインによるケア）のみ

では限界があり，臨床心理士や保健師，ソーシャル

ワーカーなどによるライン外ケアが非常に重要とい

うことである。職場全体に行う心理教育やセルフケ

ア実践の促進とともに，必要に応じて個別カウンセ

リングを行うことが重要で，そのための職場のシス

テム作りが大きな課題となる。医療従事者はサービ

ス提供側であるために，自分の不調を告知できず周

囲も気づきにくい。管理職はそうしたスタッフが自

らの苦境を訴えやすいような雰囲気づくりに心を配

る必要がある。

 考 察

コロナは人類史上スペイン風邪以来の大きな新興

感染症であり，人々の精神面に甚大な影響を及ぼ

し，進行形で蓄積されつつあることが示された。今

回のシンポジウムでは実際の活動に基づいた報告か

ら，現段階で考えられる対策のヒントが得られた。

大学生においては，キャンパスメンタルヘルス対策

として学生が学生のために共助の精神を以って，互

いに助け合うピアサポートの文化が紹介された。妊

婦においては，産前産後の制約，サポートの低下，

回答者が感じている今後の経済的リスクが有意にう

つ傾向を高めていたとあり，政策議論の枠組みで考

える必要が提案された。労働者のメンタルヘルス対

策は，セルフケアやラインケアなどの職場での従前

からのメンタルヘルス対策に加えて，過去に休職歴

がある者への対策，在宅勤務などの就労スタイルを

考慮した各職場で実施可能な対策を行うなどの工夫

が提言された。コロナに対応している医療従事者に

おいては，とくにクラスター発生後に「孤島」状況

におかれると表され，職場外からの専門職によるメ

ンタルヘルス支援とセルフコントロールが重要であ

ることが紹介された。

コロナは今後長期続くことが予想されており，今

回発表があった内容も進展していくことが予想され

る。公衆衛生専門家には継続して，社会的脆弱集団

のメンタルヘルスを研究・実践していただき，知見
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をアップデートし議論の場に報告していただきた

い。そうすることで明日からの公衆衛生の実践に役

立つことができる。さらに今回，対象とならなかっ

た集団（外国人，高齢者，がん患者・サバイバー，

障碍者など）についても学会で多様な領域の人材で

議論することが必要になることは言うまでもない。

 結 語

ウィズコロナ社会のメンタルヘルスの課題と対策

について，大学生，妊産婦，一般労働者，医療従事

者を対象に課題と対策について報告した。新型コロ

ナウイルス感染症は感染・伝播性の増加や抗原性の

変化が懸念され終息の見通しが立たない中で，中長

期に対応できる柔軟なメンタルヘルスの立案がウィ

ズコロナ社会と共存していくために求められてい

る。本報告が，そのような活動の参考になれば幸い

である。

本稿は，第80回日本公衆衛生学会総会（東京）におい

て，日本公衆衛生学会メンタルヘルス・自殺対策委員会

によって企画された公募シンポジウム「ウィズコロナ社

会のメンタルヘルスの課題と対策」を基に執筆された。

本稿の執筆に当たり，川上憲人は理化学研究所および

JAXA から報酬，富士通 Japan およびアジャイル HR か

ら共同研究費を受けている。そのほかの共著者には申告
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